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福島県南相馬、楢葉、勿来地区を対象として，堤防の破壊状況と津波被害を調査する

とともに津波氾濫の数値シミュレーションを行った。そして、堤防の有無による津波浸

水量を指標とすることにより、海岸堤防の減災効果を定量的に検討した．さらに、日本

海側の代表的な低平地として、米子および境港周辺を対象として、津波堆積物の調査を

行うとともに、太平洋側とは異なる波浪条件となる日本海側における津波の防護水準に

ついて検討した．	
 

2013 年 7 月 11、12 日に、同時点で自由に立ち入りができる北限であった富岡町から

南へ向けて、勿来まで現地調査を実施し、構造物の被災状況と被災メカニズムを分析し

た（図-1）。東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループによる津波痕跡データによる

と、福島県における海岸付近の津波痕跡の高さは、富岡町では標高 15m 程度、勿来では

8m 程度であり、基本的には南に行くほど低くなる。海岸堤防の高さは、標高 5-6m 程度

であり、地震による地盤沈下が数十 cm あることから、多くの海岸で津波は堤防を越流し

たことが確認された。	
 

富岡町では富岡漁港防波堤ケーソンの港内側への転倒（図-2）、海岸堤防の破壊、テ

トラポットの移動が見られた。防波堤に作用した津波波力を計算したところ、図-3 に

示したように、防波堤ケーソンは 7.1m の高さの津波により、転倒することがわかった。

津波の数値計算により、同所に来襲した津波の高さは防 10.4m であることが確認された

ため、波堤ケーソンは港内・港外の水圧差のみで転倒したものと考えられた。海岸堤防

は裏のり部が広範囲で破壊されており、中詰め土砂が流出した個所では表のり部の破壊



も見られた。背後の盛土道路が二線堤のようになっている地域では、道路のアンダーパ

ス部分や、河口近傍に津波が集中したものと見られ、これらの領域で堤防の破壊が激し

かった。	
 

楢葉町木戸地区では直立堤の裏法の破壊が見られ、パラペット（波返し）部の打ち継

ぎ目やそれ以外の部分で破壊されているものもあった。広野町では、連続する海岸堤防

の北側が直立堤区間で、南側が緩傾斜堤区間となっている。図-4 に示すように、緩傾

斜堤は被害がほとんど無被災であるが、直立堤の被害は大きかった。しかし、直立堤で

あっても堤防内部に長い隔壁が挿入されているものは、中詰め材が流出しても表のり部

が破壊されずに堤防が自立している事例が見られた。粘り強い堤防構造の一例と言える。	
 

いわき市末續では、隣接海岸で、津波高さはほぼ同じと見られるのに、一方では、パ

ラペットが岸側に飛ばされ、もう一方では、表のり部の被覆コンクリート板が裏返しと

なって海側に転倒している事例が見られた。後者の事例に対し波力を計算したところ、

押し波に対しては、安定であるのに対し、引き波に対しては、陸側の水位が 5.9m を超え

ると、転倒に至ることが確かめられた。当該箇所は、小河川の河口部に当たるため、引

き波が集中したことが原因と推察された。いわき市薄磯と豊間、勿来ではパラペットの

みが陸側に転倒している事例が多く見られた。	
 

これらの現地調査で見られた氾濫津波の特性と堤防の破壊状況を統一的に説明するこ

とを念頭に置いて、断面水路において孤立波を発生させ、堤防模型に作用する波力を測

定し、堤防の破壊メカニズムを検討した。その結果，堤防を越流する津波の減衰特性と

堤防に作用する波力は，堤防の表のり勾配に強い影響を受け、表のり勾配が緩いほど作

用波力は小さくなり、堤防の破壊確率も小さくなることがわかった。また、越流する条

件の津波に対しても粘り強い堤防構造として、表のり勾配以外に、裏のり部への盛土や

堤防建設区間ごとに隔壁を設置することが有効であることが確認できた。これらにより、

従来は十分な検討が実施されていなかった、巨大津波に対する堤防の効用と限界が明ら

かとなり、堤防の減災機能の定量化に向けての定量的な指標と影響因子を定めることが

できた。	
 

さらに、堤防の建設と町づくりの間に生じているコンフリクトの実態を調査すること

により、軋轢が生じている復興現場においては、堤防の効用と限界が住民に的確に伝達

されていないことが本質的な問題であることを明らかにした。堤防の減災機能に関する

本研究の成果を復興の現場に活かすことにより、堤防整備への理解が進むとともに、効

率的な減災対策をベースとするレジリエントな沿岸域を実現できることが期待される．	
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図-1	
 福島県南部の調査対象地域（左）と富岡付近の拡大図（右）	
 

図-2	
 富岡漁港において陸側に転倒した防波堤	
 



	
 

図-3	
 富岡漁港防波堤ケーソンに作用した津波波力と転倒

機構	
 

図-4	
 広野および久之浜における海岸堤防の破壊状況（海

側斜面の勾配が緩いほど、堤防の破壊は軽微である）	
 


